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 本報告書は、文部科学省の平成２７年度産学官

連携支援事業委託事業による委託業務として、国

立大学法人滋賀医科大学学長塩田浩平（受託者の

名称）が実施した平成２７年度産学官連携支援事

業委託事業「産学官連携リスクマネジメントモデ

ル事業（利益相反マネジメント）」の成果を取り

まとめたものです。 
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「産学官連携リスクマネジメントモデル事業」（利益相反マネジメント） 

完了報告書 

 

１．事業実施概要 

１）機関名称、責任者等  

・機 関 名 称 ：滋賀医科大学 

・機関の長（職・氏名）:学長 塩田浩平 

 

・基本情報 

 職員数：１３３２名（うち、研究者数３７２名） 

 組織構成は下記組織図のとおり 
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・実施責任者 

所属： バイオメディカル・イノベーションセンター 

役職・氏名： 特任教授 松浦昌宏 

電話番号：077-548-2896 

Ｅ－ｍａｉｌ： m18matsu@belle.shiga-med.ac.jp 

・報告書作成責任者 

所属： バイオメディカル・イノベーションセンター 

役職・氏名： 特任教授 小笠原敦 

電話番号：077-548-2896 

Ｅ－ｍａｉｌ： ogasawa@belle.shiga-med.ac.jp 

 

 

 

２）平成２７年度委託費額（契約額） 

大項目 中項目 委託費額 

人件費 
計 4,604,640 円 

業務担当職員 4,020,000 円 
社会保険料事業主負担分 584,640 円 

業務実施費 

計 6,282,851 円 
消耗品費 46,800 円 
国内旅費 552,880 円 
諸謝金 60,000 円 
印刷製本費 250,000 円 
雑役務費 5,000,000 円 
消費税相当額 373,171 円 

一般管理費 上記経費×１０％ 1,088,749 円 
合計  11,976,240 円 
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２．産学官連携リスクマネジメントモデル事業への取組 

 

産学官連携リスクマネジメントモデル事業の公募要領には、『産学官連携活動は活発

化・多様化するとともに、グローバル化が進展してきており、その中で、大学等が対処

すべき多様なリスクが生じつつある。大学等が社会と のつながりを求めていく中で、大

学等のインテグリティ（Integrity、「社会的信 頼」、「尊厳」等の意味）を維持・確立し、

研究者の名誉・信頼を組織的に守ることは、産学官連携活動を加速するために必要不可

欠なことである。具体的には産学 官連携の拡大によって生み出された経営資源の一部を

リスクマネジメントに充てることで社会からの信頼と期待がより高まり、その結果とし

ての産学官連携活動が さらに活発化するというポジティブなスパイラルを生み出さな

ければならない。そのような環境下において、我が国における産学官連携リスクマネジ

メントに対 する各大学等の取組は、大学等の産学連携本部や、知的財産本部の整備とと

もに、 一定程度進展してきているものの、課題も多く存在している。 産学官連携活動

の推進に伴うリスクマネジメントは、産学官連携活動を行っている一部の大学等のみが

取り組めばよいことではなく、大学等の規模等に関わらず社 会との連携を求めるすべて

の大学等が取り組むことが必要となる。今後、産学官連 携活動を推進していく各大学等 

が、産学官連携リスクマネジメントを大学経営上の 重要な要素と位置づけて積極的に取

り組み、各大学等の特徴に沿った多様なマネジメント体制・システムが構築されること

を通じて、産学官連携活動が活性化していくことが期待される。』と、本モデル事業の背

景が記載されている。 

また、産業連携・地域支援部会大学等における産学官連携リスクマネジメント検討委

員会（第 4 回）配付資料 2)の資料 3 おいては、本事業期間（2 ヶ年）及びそれ以降にお

ける事業構想の全体像（下図）が示されている。滋賀医科大学は、本事業の利益相反マ

ネジメントモデル事業実施機関として採択された。 
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３．本事業実施以前の滋賀医科大学における利益相反マネジメントの取組 

 

本学においては、「厚生労働科学研究における利益相反（Conflict of Interest：COI）

の管理に関する指針」（平成20年3月31日科発第0331001号厚生科学課長決定）と並行して、

平成20年3月27日に本学役員会にて国立大学法人滋賀医科大学利益相反ポリシーを承認し、

同年9月25日に国立大学法人滋賀医科大学利益相反マネジメント規定を制定して、臨床研究

を含む産学官連携活動を適正かつ効率的に推進してきた。 

しかしながら、平成25年から平成26年にかけて高血圧治療薬（ディオバン）の問題が発

覚し、学内調査を進めて行く過程において、組織的な取組みの甘さや体制の不十分さが明

らかとなり、再度、全学をあげてCOI管理システム構築に取り組んでいるところである。 

従来、全職教員を対象とした利益相反自己申告書の提出を年1回義務付けていたが、ディ

オバン問題の反省を踏まえて、平成26年3月27日に本学規程を改正し、年1回の自己申告に

加えて、臨床研究・治験を実施する場合は、都度、利益相反マネジメント部会に申告書を

提出することとし、倫理委員会や治験審査委員会と連携して、マネジメントを強化して運

用してきた（下図）。 

 

 
 

組織としては、利益相反マネジメント部会は知的財産本部の下に置いている。構成員は、

(1)理事（医療等担当）、(2)知的財産本部長、(3)知的財産本部の職員、(4)倫理委員会委員

の職員、(5)医学部附属病院治験審査委員会委員、(6)総務課長及び研究協力課長、(7)学外

の有識者、(8)委員長が必要と認めた者としている。利益相反マネジメント部会の事務担当

は研究協力課である。 

事業実施以前の運営実績としては、年1回の全職員利益相反自己申告書の回収率は平成25

年度94.6%であった。そのうち、一定基準以上の報酬を得ていたものは5件であり、内容を
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検討した結果、改善等の指導は必要なかった。この内容については、本学の役員会（学長

含む）に報告され、適正に運用できている。 

また、臨床研究・治験の実施頻度は平均月25件（年間約300件）程度あり、都度、利益相

反自己申告書の提出を義務付けている。そのうち、利益相反マネジメント部会で審議が必

要とされるものは、月2件程度である。審議が必要なもののうち、約10%で改善が必要と判

断された。審議の結果、改善の必要がある場合は、学長に報告し、必要な措置をとってい

る。 

 

 

４．本委託事業採択を受けての利益相反マネジメントの取組 

 

滋賀医科大学では平成27年度に文部科学省の産学官連携リスクマネジメントモデル事業

（利益相反マネジメント）に採択を受け、医学系単科大学における利益相反マネジメント

の制度の確立（個人の利益相反、組織の利益相反）、および利益相反申告のシステム化を中

心に事業計画を立案し、実施を行った。 

特に医学系単科大学における産学官連携マネジメントにおいて非常に大きなウェイトを

占める、人を対象とした臨床試験（Clinical research）および臨床治験（Clinical trials）

のフレームにおいての利益相反マネジメントシステム構築（CT-Portalシステムへの利益相

反マネジメントの導入）と、より広く人を対象としない生命科学研究や基礎医学研究を含

む医学研究全体への利益相反マネジメントシステムの展開、そして大学が実施主体となる

組織的利益相反（大学の出資、役員派遣、教育連携等）に向けての課題という視点で実施

計画を策定した。 

 平成27年度からの全体事業実施計画のフローは下記のとおりである。 
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なお、本委託事業に採択されるにあたって、下記の条件が付記された。 

 

·事業実施に当たっては、公募要領に定められている「必須条件」（公募要領ｐ3～）が、

全て確実に達成されるよう業務計画を定め計画的に事業を遂行されたい。 

·地方の医学系大学という貴大学の特性とこれまでの経験・教訓に基づき、人材育成・

配置の最適化も含めて中小規模大学におけるコンパクトで実効的なモデル構築をする

こと。 

·利益相反の現象ではなく、増加を前提に、かつ大学からの一方的なマネジメントでは

なく、不服への対処を含む、大学と研究者の双方向のマネジメントモデルを構築する

こと。 

·CT-Portalについて、本事業目的に沿った内容となれば、他大学等への普及が期待で

きる可能性があることから、現状の金額等の数値のみによる管理だけでなく、事例の

蓄積や取引業者別のデータ整理等を可能にし、大学等のルールに基づいたシステム稼

働ができるものとすること（本システムを通じて、過去の事件を未然に防げたことを

実証すること）。その際、他大学での導入を念頭に、汎用性の高いシステムとすること。

ただし、電子システムに関して翻字号の経費により支出できるのは、全国の大学等に

普及することを目的に既存の電子システムを改良、最適化に必要な経費のみであるこ

とに留意すること。（詳細は、公募要領別紙２参照）。またCT-Portalの機能については、

課題、その解決手法、システム上の対応などについて、全体像が俯瞰できるシステム

構成図を提示し、利益相反マネジメントにいかに具体的に寄与できるかを明示するこ

と。 

 

以上を前提に平成27年度業務計画を策定した。 

 

平成27年度計画 

 

 

業務項目 

実    施    日    程 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

①利益相反マネジメント体制の

構築 
            

 

a.産学官連携リスクマネジメ

ント部門の新設 
      

 
     

b.部門の専任者の採用        △ 
 

   

c.組織の利益相反ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

ﾎﾟﾘｼｰの制定と適正な運用 
      

 

     

②利益相反管理システムの改

良・構築 
      

 
     

③利益相反に関わる事例の収

集・解析とﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化 
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平成27年度業務計画と平成27年度達成実績は下記のとおりである。 

 

（●平成27年度業務計画書記載項目、○平成27年度達成実績） 

 ①利益相反マネジメント体制の構築 

  a．産学官連携リスクマネジメント部門（仮称）の新設 

●学長のリーダーシップの下、産学官連携機構の中に、利益相反マネジメントを含む

「産学官連携リスクマネジメント部門（仮称）」を新設することで、医療系単科大

学として最適なマネジメントシステムを構築する。 

●この部門の中に、組織利益相反委員会（仮称：外部有識者 10 名程度予定）、利益相

反マネジメント部会（9 名）、医学研究に特有な治験審査委員会と倫理委員会を、

包括改変予定の倫理審査部（27 名程度）をコンパクトに集約し、実効的なモデル

を構築し、運営する。 

●同機構の中の産学官連携活動推進部門や附属病院に属する臨床研究開発センター

とも連携し、大学と研究者の両者が納得できる双方向のリスクマネジメントモデル

を構築する。 

 

○学長のリーダーシップの下、産学官連携リスクマネジメント部門（仮称）の検討を

行い、マネジメント体制について、学内執行部とのコンセンサスを得た。 

○学長直下の組織体である産学官連携推進機構の産学官連携活動推進部門および附

属病院に属する臨床研究開発センターと連携し、大学と研究者の両者が納得できる

双方向の研究資金管理システムである CT-Portal の構築、改良を行った。 

 

  b. 部門の専任者の採用 

    ●産学官連携リスクマネジメント部門（仮称）に、この分野で経験と知識のある人

材 1名を特任教員（特任教授あるいは准教授）として確保する。 

●この特任教員は上述の各委員会と連携して、大学全体の産学官連携リスクマネジメ

ント体制整備を行う。 

  

○平成２７年１２月１日付で、経済産業省／独立行政法人産業技術総合研究所で国際

産学官連携拠点つくばイノベーションアリーナの制度設計、独立行政法人理化学研

究所で野依理事長直轄産学官連携事業、社会地創生事業の制度設計を行った経験者

（前文部科学省 科学・技術学術政策研究所科学技術動向研究センター長）を特任

教授として採用し、産学官連携リスクマネジメント部門の専任者として配置した。 

○この特任教員が中心となって、各委員会と連携し、大学全体の産学官連携リスクマ

ネジメント体制の検討を行った。 

 

    c. 組織の利益相反マネジメントポリシーの制定と適正な運用 

●上記の特任教員と組織利益相反委員会メンバーが中心となって、本学の「組織の利

益相反マネジメントポリシー」（案）を制定する。 

●必要に応じて組織利益相反委員会を開催し、「組織の利益相反マネジメントポリシ

ー」（案）に従って適正に運用する。 

 

○平成２８年１月８日付で、本学の「組織の利益相反マネジメントポリシー」（案）を

策定した。 

○「組織利益相反マネジメントポリシー」（案）の下、規則・規程の検討を開始した。 
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 ②利益相反管理システムの改良・構築 

  ●現在構築中の CT-Portal システムを改良し、金銭的な利益相反に反するアラート

発出に加えて、企業別のデータ管理を含めたシステムへの改良を行う。 

●CT-Portal システムを導入する際に、利用方法の説明に併せて、研究者・教職員に

対する利益相反及び産学官連携に関するリスクマネジメントモデルの必要性を啓

蒙・啓発する。 

●過去の事例を用いて、改良したシステムの妥当性を検証する。 

●他大学への普及を視野に入れて、利益相反管理システムが独立したパッケージとし

て利用できるようなシステムとして構築する。 

 

○研究資金管理システムである CT-Portal を改良した。研究者自身が研究資金の流れ

を年次集計の段階だけでなく、経時的にも正確に把握できるようにし、利益相反状

態の危険性に対するアラームを発するシステムの構築を行うことを主目的とし、規

制的な制度設計にならないように配慮した。 

○研究者個人の利益相反についてはアラートを発出するようにし、注意喚起および意

識づけを行った。 

○CT-Portal システムの導入により金銭的な利益相反に関しては、チェックにかかる

負担の大幅な軽減が図られた。 

○金額等の数値のみによる管理だけでなく、事例の蓄積や取引業者別のデータ整理等

を可能にした。 

○研究者の自己申告だけでは不十分だった裏付けが、CT-Portal システムを管理者側

から利用することで、適切な指導を効率的にできるようになった。 

○また研究者自身の負担も、研究資金システムとの連携、チェックリストの拡大に

より大幅な軽減が図られた。 

 

 ③利益相反に関する事例の収集・解析とデータベース化 

  ●前述の特任教員が主体となって、利益相反に関わる学内外事例の収集と解析を実

施し、データベース化する。 

●データベースは類似事例の判断材料や他大学への普及の際のツールとして活用す

る。 

●利益相反に関する外部有識者（大学および企業）との事例に関する意見・情報交換

等を実施する。 

  

○事例収集・分析結果のデータベース化に着手し、収集した事例の分類、キーワード

付けを実施した。 

○組織としての利益相反にかかる事例も収集を開始した。 

○利益相反に関する外部有識者（大学および企業）との意見・情報交換等を実施した。 

   ・東京医科歯科大学、東京大学、東北大学、滋賀医科大学の４大学による意見交

換の実施。 

   ・東京医科歯科大学飯田教授による講演会、意見交換の実施。 

   ・長崎大学河合コーディネーターによる講演会、意見交換の実施。 
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５．本事業における平成27年度業務計画の重点テーマと成果の概要 

 

 本事業における平成27年度業務計画の重点テーマは、下記4点とした。 

 

（１）産学官リスクマネジメント部門（仮称）の設置／専任者の採用 

（２）学長リーダーシップの下、「組織の利益相反マネジメントポシリー」の制定 

（３）CT-Portalシステムの改善・最適化 

（４）事例の収集と分析に着手 

 

（１）については本学に産学官連携リスクマネジメントの専任者がいないため、産学官連

携の専門家の選考・採用を行った。平成27年12月1日付で、前文部科学省科学技術・学術

政策研究所化学技術動向センター長を採用した。 

利益相反マネジメント体制の構築に関しては、学長および執行部のリーダーシップの

下、組織利益相反マネジメント委員会（外部有識者主体）の設置、および産学官連携リ

スクマネジメント部門（仮称）を設置し、マネジメントを行う体制を検討した。 

利益相反に係る部会、委員会の体制も、産学官連携推進に係る委員会等と担当理事等

も分離し、意思決定の独立性を担保する構成に変えた。 

利益相反マネジメント体制の変更については、平成28年度からとなるが、平成27年度

に次ページの新たな体制の構築の学内執行部とのコンセンサスは得られた。 
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（２）の組織の利益相反マネジメントポリシーの作成に関しては、平成27年度は大学が

実施主体となる出資やベンチャーへの出資、役員の派遣、大学役員の関与等の考慮を

行って案を作成した。 

 

 

この「組織の利益相反マネジメントポリシー」は成果物の項に詳細を添付する。 

 

 

（３）CT-Portalシステムの改善・最適化に関しては、平成27年度の事業計画の大半を占め

る最重要の課題である。 

  CT-Portalシステムは、ファーマメディカルソリューション社が開発した人を対象とし

た臨床試験（Clinical research）および臨床治験（Clinical trials）の支援システム

で、予め登録しておいた情報（研究基本情報や過去の登録した申請情報）を利用して、

新しい申請情報を登録、必要な申請書類を作成することができ、治験審査委員会（IRB）

を迅速かつ効率的に運用することを目的としたシステムである。このシステムに利益相

反(COI)に関する情報（共同研究、受託研究、産学連携、寄附金、研究助成金等の外部資

金や契約情報、兼業で生じる講演料、指導料等の副収入、あるいは企業の株式保有等に

よる収入）を付加し、COIの審査も含めてトータルで行えるシステム構築を行った。  

  

  その目的は単にシステム化して簡易に判断することが目的ではなく、医学系単科大

学の場合、総合大学と比較して IRB や COI の専任人材を確保することが困難であり、

倫理審査や利益相反審査の件数が増加すると審査業務が破綻するか、審査の停滞を招

きかねないため、総合大学以上に審査業務の効率化を進める必要があるためである。

産学官連携をより推進するために、COI の申告件数が増えても審査の質を保持するため

に重要な課題であった。採択条件にもあるように他の医学系単科大学にも展開できる

システムとして留意し、開発を行った。 
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  利益相反の自己申告は従来においては年度処理であったため、年度途中の経時的な変

化（講演料や指導料の累積等）で、申告すべきガイドラインを超えてしまっていても、

申告者本人も気付かず、また管理者も把握できないといった事態が生じていた。そのた

めできる限りリアルタイムに近い状況で把握できるように、インプットされたデータに

基づき、ガイドラインに達する可能性があれば申告者と管理者にアラームを出す機能を

加えた。 
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また自己申告においてもチェックシート機能を強化し、申告者がより簡便に申告ができ、

申告漏れを防ぐ仕組みの導入を行った。 

利益相反は多くは申告を適切に行っていれば問題が無いケースが多いため、利益相反事

案が発生したときに速やかに申告を行い、大学がそれを把握し、申告した研究者を積極的

に保護・保証するという仕組にしなくてはならない。そして、研究者自身に講演謝金や兼

業収入等の金額がガイドラインに達しそうな時には早めにアラートを発出して、申告を促

す仕組みとして構築を行った。 

 さらに管理者側からは、企業別集計や、講座別の集計を可視化することが可能となるこ

と、研究資金情報や兼業データの入力を直接入力やcsv形式で入力することが可能となるこ

と等、申告者の側からも、管理者の側からも使いやすいシステムの構築に注力した設計と

なっている。 

 

 
 

本事業で開発したCT-Portal COIマネジメントシステムの詳細は、成果物の項に添付する。 

 

 

（４）については、本学研究協力課に所属するコーディネーターの方々の応援を仰ぎ、国

内及び海外の利益相反事例の収集と分析に着手した。この事例をCT-portalの事例データベ

ースに組み込み、どのような場合に利益相反が問題になるのか検証を行っていく。 

 また、研究者に向けての意識啓発の事例、具体的な参考事例として活用されるよう、整

備を行っていく。 

 平成27年度に収集した事例を成果の項に添付する。 
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６．まとめ及び平成28年度の展開 

 

 平成27年度実施事業のCT-portalへの利益相反マネジメントシステムの構築は達成され

たが、本文部科学省委託事業「産学官連携リスクマネジメントモデル事業（利益相反）」は

平成28年2月8日の進捗評価にて、平成27年度での終了が決定した。平成28年度からは東京

医科歯科大学の協力機関的位置付で事業を継続する（外部委員会での参加、および成果普

及の先行実施機関としての役割を担う）とともに、滋賀医科大学において予算を学長裁量

経費から組み、自主事業として継続することとした。 

 滋賀医科大学は過去にディオバン問題で利益相反に係る問題を経験しており、自主事業

としても着実に計画を実施、達成していく必要があるためである。 

 本委託事業での経験、反省を生かし、他の医学系単科大学のモデルとなる利益相反マネ

ジメントシステムの構築を目指すものである。 

 

 

平成28年度実施計画 

 

 

以上 



CT-Portalの利用方法



電子申請システムの概要

倫理委員会への申請ができます
新規申請が全面的に移行するのは
2016年4月からです。

実施中の試験情報の管理ができます

外部資金の受入状況を確認できます
（寄付金・受託/共同研究費・講師謝金 等）

2016年2月より順次データが掲載されます。



ログイン

メールアドレス※
（@belle.shiga-med.ac.jp を含む）

初期パスワード
（代表アカウント）sumshq1234
（個人アカウント）sums1234

shiga-rinsho

※メールアドレスを取得していない、もしくは最近取得された方の
ログインIDは個人IDになります。
教職員検索システムTrunkよりご確認ください。
http://trunkweb.shiga-med.ac.jp/all/search/genin（まるっと内）



パスワード変更

右上のメニューより、「個人設定」を選び、任意のPWを入れてください。
確認用も入力して、保存をクリックします。

パスワードをお忘れの方は、倫理審査室までご連絡ください。

また、ユーザーIDの変更を希望される方も、倫理審査室までご連絡ください。
（メールアドレスを取得された場合等）



試験情報一覧
試験情報検索
各種条件で検索ができます
申請者のお名前でも検索ができるようになる予定です

試験情報一覧
課題略称をクリック → 試験の情報が表示されます
申請ボタンをクリック→ 下記の申請が実施できます

変更申請：研究者・研究期間・予定例数・その他の変更（随時）
継続申請： 1年に1度実施状況の報告をしてください

2014年度までに承認された試験は、毎年年度末
2015年度以降承認された試験は、翌年の申請月（ご依頼します）

終了報告：試験の終了・中止・中断について報告してください（随時）



試験情報
画面右側の上下にある、試験情報変更ボタンから変更できます。

詳細情報の「実施診療科・責任医師名」をご確認ください。

現在は、責任医師名欄に「申請者」が記載されています。
申請書中の「主任研究者」へ変更をお願いいたします。



試験情報
「参照メンバー」より、この試験にアクセスできる方を設定できます。

追加したい方のメールアドレス（ユーザーIDにしているもの） メンバータイプを入力
※現在は、代表アドレスのみがオーナーになっています。

オーナー：試験情報の変更・申請ができます
メンバー：試験情報の閲覧・申請ができます



変更・継続・終了申請

申請したい種類を選んで「登録」をクリック

試験情報一覧から、「申請」をクリック

表示された項目に、順次入力をしてください。 複数ページあります！



申請書の作成・添付→提出
入力ができたら、最後から2番目のページで作成・添付します。
PDFボタンを押すと自動で作成されますので、自動添付を選んでください。

最後のページは確認画面です。よろしければ一番下の「事務局へ提出」をクリッ
クしてください。



申請情報一覧

これまでに実施した申請情報が表示されます。
作りかけのものもここに表示されます。

続きを作成したい試験等を選び、下に表示されるボタンから、操作を選んでください。

事務局へ提出後は、編集などができなくなります。
修正等をご希望の際は、倫理審査室までご連絡ください。



新規申請（4月以降）

申請情報画面に表示される「申請登録」ボタンより
申請いただきます。

プロトコール・同意説明文書・COI自己申告書等の添付が必要です。

各資料の修正履歴を除いた、PDFファイルを添付してください。

PDFの作成が困難な場合は、紙媒体でのご提出も受け付けます。



△△部門
（研究事務局）

AAA教室/研究者

BBB診療科/研究者

CCC診療科/研究者

◯◯部門
（研究事務局）

研究資金の
登録・管理

CT-Portal
研究資金管理

研究資金管理機能の概要

研究資金の
登録・管理

研究資金の
確認・登録

研究資金の
確認・登録

研究資金の
確認・登録

研究資金情報が一元管理され、
正確な情報が共有されます。

あｓ

研究事務局、研究者が同一のシステム上で研究資金の
管理を行うことで、徹底した利益相反マネジメントの
実施が可能となります。



研究資金管理機能の主要機能

③研究資金情報の集計
研究資金を企業単位、
診療科（医局）単位に
集計結果を確認できる他、
資金受け入れ状況をグラフで
経時的に確認することができます。

②研究者による研究資金管理
研究者自らが自己が関わる研究の
資金情報を確認することが可能な他、
自ら研究資金情報を登録することが
できます。

④研究資金情報の一括登録
Excelファイル等で管理されて
いる研究資金情報をシステムに
一括登録することができます。

⑤研究資金情報の外部出力
システムに登録されている研究資金情報を
CSVファイルに出力することができます。

研究資金の管理に必要な機能がすべて揃っています。

①研究資金情報の一元管理
複数の部門で個別管理されている
研究資金情報を統一した画面で
管理（リアルタイムで閲覧）する
ことができます。



②CSVファイルで一括登録14

【主要機能】研究資金情報の登録（１）

研究資金情報の登録は、
①画面による登録 と ②CSVファイルによる一括登録 が
可能です。

①画面から１件ずつ登録
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【主要機能】研究資金情報の登録（２）

研究資金の種類毎に（受託研究、寄付金、講師謝金、
その他）専用の入力画面が用意されています。

研究資金の種類毎に専用の登録画面が
用意されており、必要な管理情報を
もれなく登録することができます。
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研究事務局は、複数の検索条件を組み合わせることにより、
検索対象となる研究資金情報を抽出することができます。

【主要機能】研究資金情報の検索
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研究資金の種類毎に
専用のビューが
用意されています。

受託研究用ビュー 寄付金用ビュー 講師謝金用ビュー その他用ビュー

研究資金の種類に合ったビュー（一覧）が用意されている他、
横断的に研究資金情報を一覧表示することができます。

【主要機能】研究資金情報検索
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検索で抽出したデータをCSVデータとして出力することが
できます。

を押すと、

CSVファイルとして表示されます。

【主要機能】研究資金情報のCSV出力
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【主要機能】診療科別資金集計

診療科単位に研究資金を集計します。集計結果は、経時的な
グラフ表示およびその内訳の閲覧が可能です。

経時的なグラフ表示集計結果の内訳
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【主要機能】企業別資金集計

企業単位に研究資金を集計します。集計結果は、経時的な
グラフ表示およびその内訳の閲覧が可能です。

経時的なグラフ表示集計結果の内訳



様式第２１

機関名：国立大学法人滋賀医科大学
１．学会等における口頭・ポスター発表

発表した場所
（学会等名）

「産学官リスクマネジメントモデ
ル事業（利益相反マネジメント）
の取り組み」（口頭発表）

松浦 昌宏，江田 和生，遠山 育夫
産学連携学会 関西・中四国支部
第７回 研究・事例発表会（高知
工科大学）

平成27年12月10日 国内

「産学官連携リスクマネジメント
事業（利益相反マネジメント）」
（口頭発表）

小笠原　敦、松浦　昌宏
医学系大学産学連携ネットワーク
協議会

平成28年2月15日 国内

２．学会誌・雑誌等における論文掲載
発表した場所
（学会誌・雑誌等名）

なし

（注１）発表者氏名は、連名による発表の場合には、筆頭者を先頭にして全員を記載すること。

（注２）本様式はexcel形式にて作成し、甲が求める場合は別途電子データを納入すること。

発表者氏名 発表した時期 国内・外の別

発表した成果（発表題目、口頭・
ポスター発表の別）

委託業務題目  「産学官連携リスクマネジメントモデル事業（利益相反マネジメント）」

掲載した論文（発表題目）

学　会　等　発　表　実　績

発表者氏名 発表した時期 国内・外の別






